
○袖ケ浦市低入札価格調査制度実施要綱 

平成２３年３月３１日告示第６０号 

改正 

平成２４年３月３０日告示第８５号 

平成２５年９月１８日告示第１５７号 

平成２８年６月７日告示第１１５号 

平成２９年５月１日告示第８７号 

令和元年５月２９日告示第１４号 

令和４年３月３１日告示第９３号 

令和６年５月１４日告示第１２１号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市が発注する建設工事及び建設工事に関連する業務

委託又は製造の請負（以下「建設工事等」という。）に係る競争入札に

おいて、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札をした者又

は価格その他の条件が最も有利な入札をした者（以下「最低価格入札者

等」という。）が当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれが

あるか否かを判断するための調査（以下「低入札価格調査」という。）

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（対象工事等） 

第２条 低入札価格調査の対象は、競争入札により契約を締結しようとす

る次の各号に掲げる建設工事等とする。ただし、市長が低入札価格調査

の必要がないと認めた場合は、この限りでない。 

(1) 設計金額が３，０００万円以上の建設工事又は製造の請負 

(2) 設計金額が１，０００万円以上の地質調査業務、測量業務、建築

関係の建設コンサルタント業務、土木関係の建設コンサルタント業務

及び補償関係コンサルタント業務の委託（以下「業務委託」とい

う。） 

(3) 前２号の規定にかかわらず、総合評価方式により契約を締結しよ



うとする建設工事等 

（調査基準価格） 

第３条 低入札価格調査を実施する基準価格（以下「調査基準価格」とい

う。）は、別表第１の区分に応じ、予定価格（消費税及び地方消費税の

額を除く。以下同じ。）の算出の基礎となった算定項目のそれぞれの費

用に同表の調査基準算定割合を乗じて得た額の合算額とし、その額に１

円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。この場合における算

定項目に含まれる費目は、別表第１に掲げるものとする。 

２ 前項の規定により算定した額が、次の各号のいずれかに該当する場合

は、当該各号の定める額を調査基準価格とし、その額に１円未満の端数

が生じたときは、これを切り捨てる。 

(1) 建設工事又は製造の請負で予定価格に１００分の９２を乗じて得

た額を超える場合は、予定価格に１００分の９２を乗じて得た額、予

定価格に１００分の７５を乗じて得た額に満たない場合は、予定価格

に１００分の７５を乗じて得た額 

(2) 地質調査業務の委託で予定価格に１００分の８５を乗じて得た額

を超える場合は、予定価格に１００分の８５を乗じて得た額、予定価

格に３分の２を乗じて得た額に満たない場合は、予定価格に３分の２

を乗じて得た額 

(3) 測量業務の委託で予定価格に１００分の８２を乗じて得た額を超

える場合は、予定価格に１００分の８２を乗じて得た額、予定価格に

１００分の６０を乗じて得た額に満たない場合は、予定価格に１００

分の６０を乗じて得た額 

(4) 地質調査業務及び測量業務の委託を除く業務委託で予定価格に１

００分の８１を乗じて得た額を超える場合は、予定価格に１００分の

８１を乗じて得た額、予定価格に１００分の６０を乗じて得た額に満

たない場合は、予定価格に１００分の６０を乗じて得た額 

３ 前２項の規定にかかわらず、別表第１の算定項目の費用による調査基



準価格の算定が困難な場合は、次の各号に定める額を調査基準価格とす

る。 

(1) 建設工事又は製造の請負で予定価格に１００分の９２から１００

分の７５までの範囲内で適正と認める割合を乗じて得た額 

(2) 地質調査業務の委託で予定価格に１００分の８５から３分の２ま

での範囲内で適正と認める割合を乗じて得た額 

(3) 測量業務の委託で予定価格に１００分の８２から１００分の６０

までの範囲内で適正と認める割合を乗じて得た額 

(4) 地質調査業務及び測量業務の委託を除く業務委託で予定価格に１

００分の８１から１００分の６０までの範囲内で適正と認める割合を

乗じて得た額 

（失格判定基準） 

第４条 前条に規定する調査基準価格を下回る価格をもって入札をした者

で、次の各号に定める基準（以下「失格判定基準」という。）のいずれ

かに該当するものは、失格とする。 

(1) 入札価格が契約の内容に適合した履行がなされないおそれがある

と認められる価格（以下「価格失格判定基準」という。）は、別表第

１の区分に応じ、次に定めるものとする。 

ア 建設工事又は製造の請負は、別表第１の算定項目の費用に価格失

格判定算定割合を乗じて得た額（その額に１円未満の端数が生じた

ときは、これを切り捨てる。）を下回る額。この場合における算定

項目に含まれる費目は、別表第１に掲げるものとする。 

イ 業務委託は、別表第１の算定項目の費用に価格失格判定算定割合

を乗じて得た額の合算額（その額に１円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てる。）を下回る額。この場合における算定項目に含

まれる費目は、別表第１に掲げるものとする。 

(2) 前号の規定にかかわらず、別表第２の項目に応じ、同表の内容

（以下「価格失格判定基準以外の失格判定基準」という。）に該当す



るとき。 

（失格の判定） 

第５条 前条第１号に規定する価格失格判定基準による失格の判定は、開

札のときに行う。 

２ 前条第２号に規定する価格失格判定基準以外の失格判定基準による失

格の判定は、袖ケ浦市低入札価格調査委員会（第９条を除き、以下「委

員会」という。）の会議で、調査基準価格を下回る入札を行い、かつ、

価格失格判定基準に該当しない者で最低の価格又は最も有利な条件で入

札したもの（以下「調査対象者」という。）からの事情聴取により行う。 

（入札者への周知） 

第６条 予算執行者及び契約担当者（以下「予算執行者等」という。）は、

低入札価格調査の円滑な運用を図るため、一般競争入札の公告又は指名

競争入札の指名通知及び入札執行前に、次の各号に掲げる事項を明示す

るものとする。 

(1) 低入札価格調査の基準があること。 

(2) 調査基準価格を下回った入札が行われた場合の入札の終了の方法

及び通知方法 

(3) 最低価格入札者等は、最低価格の入札であっても必ずしも落札者

とならない場合があること。 

(4) 最低価格入札者等が、当該入札後における報告を指定した期限ま

でに提出しない場合は、当該入札者のした入札を無効とすること。 

(5) 最低価格入札者等は、当該入札後における第１１条第１項に規定

する委員会の会議へ出席し、事情聴取に協力すること。 

(6) 前号に規定する事情聴取に協力しない者は、当該入札者のした入

札を無効とすること。 

(7) 価格失格判定基準に該当する入札をした者は、当該入札者のした

入札を失格とすること。 

(8) その他必要と認める事項 



（落札者の決定の保留） 

第７条 予算執行者等は、開札の結果、第３条に規定する調査基準価格を

下回る入札をした者があったときは、落札者の決定を保留し、入札を行

った者全てに対し、低入札価格調査の実施後に落札者を決定する旨を周

知するものとする。 

（低入札価格調査の実施） 

第８条 市長は、前条の規定により、落札者の決定を保留したときは、調

査対象者に対して、低入札価格調査を実施するものとする。 

２ 市長は、低入札価格調査を実施するため、低入札価格調査報告書提出

等依頼書（様式第１号）により、次の各号に掲げる事項の報告を調査対

象者に求めるものとする。 

(1) 建設工事又は製造の請負の報告事項は、次のとおりとする。 

ア 当該入札価格で入札した理由 

イ 当該入札価格の積算内訳書及び明細書 

ウ 労務者の供給に関する事項 

エ 手持ち工事の状況 

オ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関連 

カ 資材（機器）の調達に関する事項 

キ 手持ち機械に関する事項 

ク 建設副産物に関する事項 

ケ 過去に施工した同種の公共工事名、発注者及び成績状況 

コ 経営状況、信用状態等に関する事項 

サ その他必要な事項 

(2) 業務委託の報告事項は、次のとおりとする。 

ア 当該入札価格で入札した理由 

イ 当該入札価格の積算内訳書及び明細書 

ウ 配置予定の技術者その他当該契約の履行体制に関する事項 

エ 技術者、作業員、労務者等の供給に関する事項 



オ 手持ち建設工事等委託業務の状況 

カ 手持ち機械に関する事項 

キ 過去に受注し、履行した同種又は類似の業務の名称、発注者及び

成績状況 

ク 経営状況、信用状態等に関する事項 

ケ その他必要な事項 

３ 調査対象者は、前項に規定する報告の求めがあった日の翌日から起算

して５日目（その日が、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日又は１２月２９日から翌年の

１月３日までの日（同法に規定する休日を除く。）に当たるときは、こ

れらの日の翌日）までに、低入札価格調査報告書（様式第２号）を市長

に提出するものとする。 

４ 前項の規定による報告があったときは、その報告結果を次条に定める

委員会で審査するものとする。 

５ 第３項に規定する期限までに調査対象者から報告がなかった場合は、

調査対象者の入札は無効とし、入札が無効とされた者以外の入札者の中

から再度調査対象者の有無を判定し、新たな調査対象者がある場合は、

第２項から前項までの規定による手続きを行うものとする。 

（委員会の設置） 

第９条 前条に規定する低入札価格調査を実施するため、袖ケ浦市低入札

価格調査委員会を置く。 

（委員会の組織） 

第１０条 委員会は、委員５人をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる職にある者をもって充てる。 

(1) 契約担当部長 

(2) 契約担当課長 

(3) 工事等発注担当課長 

(4) 工事等設計担当課長 



(5) 工事等検査担当班長 

３ 委員会に委員長を置き、委員長は契約担当部長の職にある者を充てる。 

４ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

５ 委員長が欠けたとき又は委員長に事故があるときは、契約担当課長の

職にあるものがその職務を代理する。 

（会議） 

第１１条 委員長は、低入札価格調査報告書の提出があったときは、低入

札価格調査委員会開催通知書（様式第３号）により、委員会の会議を招

集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができな

い。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは

議長の決するところによる。 

４ 会議に出席できない委員（委員長を除く。）は、当該調査事項につい

て書面をもって表決し、又は他の者を代理人として表決を委任すること

ができる。この場合において前２項の規定の運用については、その委員

は出席したものとみなす。 

５ 委員会は、報告事項の内容を聴取し、審査をするため、調査対象者に

対し会議への出席を求めるものとする。 

６ 調査対象者が委員会の会議に出席せず、前項に規定する事情聴取に応

じないときは、調査対象者の入札は無効とする。 

７ 委員会は、必要があるときは、関係職員及び関係者の出席を求めてそ

の意見を聴くことができる。 

（低入札価格調査の審査） 

第１２条 委員会は、審査の結果、調査対象者の入札が価格失格判定基準

以外の失格判定基準に該当すると判断した場合は、当該調査対象者を失

格とする。 

２ 前項の規定により、調査対象者が失格となった場合は、失格となった



者以外の入札者の中から再度調査対象者の有無を判定し、新たな調査対

象者がある場合は、第８条から前条までの手続き及び審査を行うものと

する。 

３ 前項の規定は、調査対象者がいなくなるまで繰り返し行うものとする。 

（低入札価格調査表の作成） 

第１３条 委員会は、低入札価格調査終了後、当該調査結果に基づき、低

入札価格調査表（様式第４号）を作成し、市長に報告するものとする。 

（決定等） 

第１４条 市長は、前条までの規定による低入札価格調査の結果に基づき、

次の各号のとおり決定するものとする。 

(1) 第１２条の規定により、調査対象者が価格失格判定基準以外の失

格判定基準に該当しない場合は、その調査対象者を落札者として決定

し、同条の規定により調査対象者が全て失格となった場合は、調査価

格基準を上回る価格で入札を行った者のうち、最低の価格又は最も有

利な条件で入札したものを落札者として決定する。この場合において、

一般競争入札による場合にあっては、袖ケ浦市制限付き一般競争入札

実施要綱（平成２１年告示第３２号）第１４条第１項に規定する入札

参加資格の確認審査後に落札者として決定する。 

(2) 失格判定基準に該当した者は、失格者として決定する。 

(3) 第８条第３項に規定する報告を期限までに行わなかった調査対象

者及び第１１条第６項に規定する委員会の会議へ出席せず、事情聴取

に応じなかった調査対象者は、その入札を無効として決定する。 

２ 市長は、前項各号の規定により、落札者、失格者及び入札の無効を決

定した場合は、決定通知書（様式第５号）により前項各号に規定する者

に通知するものとする。 

（建設工事請負契約における措置） 

第１５条 市長は、建設工事で低入札価格調査を実施し、落札者となった

者と契約を締結する場合は、次の措置を講ずるものとする。 



(1) 契約の保証の額を請負代金額の１０分の３以上とする。 

(2) 契約における前金払いの額を請負代金額の１０分の２以内とする。 

（庶務） 

第１６条 委員会の庶務は、契約担当課において処理する。 

（委任） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年告示第８５号） 

この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年告示第１５７号） 

この告示は、平成２５年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２８年告示第１１５号） 

この告示は、平成２８年７月１日から施行する。 

附 則（平成２９年告示第８７号） 

この告示は、平成２９年６月１日から施行する。 

附 則（令和元年５月２９日告示第14号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和元年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の袖ケ浦市低入札価格調査制度実施要綱の規

定は、この告示の施行の日以後に一般競争入札の公告又は指名競争入札の

指名通知（以下「公告等」という。）を行う入札について適用し、同日前

に公告等を行った入札については、なお従前の例による。 

附 則（令和４年３月３１日告示第９３号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 



（経過措置） 

２ この告示による改正後の別表第１の規定は、この告示の施行の日以

後に一般競争入札の公告又は指名競争入札の指名通知（以下「公告等」と

いう。）を行う入札について適用し、同日前に公告等を行った入札につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（令和６年５月１４日告示第１２１号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和６年６月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示による改正後の袖ケ浦市低入札価格調査制度実施要綱の規

定は、この告示の施行の日以後に一般競争入札の公告又は指名競争入札の

指名通知（以下「公告等」という。）を行う入札について適用し、同日前

に公告等を行った入札については、なお従前の例による。 

 

別表第１（第３条、第４条関係） 

区分 算定項目 調査基準算定

割合 

価格失格判定

算定割合 

算定項目に含

まれる費目 

建 設 工 事

又 は 製 造

の請負 

直接工事費 100分の97 100分の75 直接工事費、

直接製作費、

機器費、設計

技術費、処分

費等 

共通仮設費 100分の90 100分の70 共通仮設費、

間接労務費等 

現場管理費 100分の90 100分の70 現場管理費、



工場管理費、

据付間接費、

技術者間接費

等 

一般管理費

等 

100分の68 100分の30 一般管理費等 

地 質 調 査

業務委託 

直接調査費 100分の100 100分の80 直接調査費 

間接調査費 100分の90 100分の80 間接調査費 

解析等調査

業務費 

100分の80 100分の70 解析等調査業

務費 

諸経費 100分の50 100分の30 業務管理費、

一般管理費等 

測 量 業 務

委託 

直接測量費 100分の100 100分の80 直接測量費 

測量調査費 100分の100 100分の80 測量調査費 

諸経費 100分の50 100分の30 間接測量費、

一般管理費等 

建 築 関 係

の 建 設 コ

ン サ ル タ

ン ト 業 務

委託 

直接人件費 100分の100 100分の80 直接人件費 

特別経費 100分の100 100分の80 特別経費 

技術料等経

費 

100分の60 100分の50 技術料等経費 

諸経費 100分の60 100分の50 直接経費、間



接経費 

土 木 関 係

の 建 設 コ

ン サ ル タ

ン ト 業 務

委託 

直接人件費 100分の100 100分の80 直接人件費 

直接経費 100分の100 100分の80 直接経費（積

上計上するも

のに限る。） 

その他原価 100分の90 100分の80 間接原価、直

接経費（積上

計上するもの

を除く。） 

一般管理費

等 

100分の50 100分の20 一般管理費等 

補 償 関 係

コ ン サ ル

タ ン ト 業

務委託 

直接人件費 100分の100 100分の80 直接人件費 

直接経費 100分の100 100分の80 直接経費（積

上計上するも

のに限る。） 

その他原価 100分の90 100分の80 間接原価、直

接経費（積上

計上するもの

を除く。） 

一般管理費

等 

100分の50 100分の20 一般管理費等 

別表第２（第４条関係） 

(１) 建設工事又は製造の請負の場合 



項目 内容 

設計仕様書等に適合

しない場合 

発注者が示した設計図書及び仕様書等に計上した

設計数量や工法、施工条件を満足していない場合 

材料・製品について、発注者が示した設計仕様に

適合した品質・規格を満足していない場合 

積算内訳書の算出根

拠が適正でない場合 

算出根拠が明確でない場合 

金額が一括計上されている場合 

下請け見積額を下回る積算額が計上されている場

合 

下請け見積書等の工事内容（規模、工法、数量

等）が不明確な場合 

資材（機器）購入に係る見積額を下回る積算額が

計上されている場合 

監理技術者等の人件費、保険料、工事登録費用等

の必要な経費が計上されていない場合 

下請予定業者の見積金額が過去に取引した実績の

ある価格を基礎として見積もられておらず、積算

内訳書記載価格がいわゆる「指し値」である等、

不当に低額に設定されたことが明白である場合 

建設副産物の処理が

適正でない場合 

建設副産物について、適正な処理費用が計上され

ていない場合 



建設副産物の搬出予定地や処理体制等が設計仕様

書等に合致していない場合 

法令違反や契約上の

基本事項違反等であ

ると認められる場合 

監理技術者等が重複専任になる場合 

その他法令違反 

上記のほか、適正な

工事の履行がなされ

ないと認められる場

合 

入札日から過去１年以内において、賃金不払い等

で送検（労働基準監督署から検察庁への書類送

検）を受けている場合。ただし、不起訴となった

場合は除く。 

入札日から過去１年以内において、建設工事紛争

審査会から下請代金の未払い等で支払いを命じる

仲裁判断が出された場合。ただし、和解的仲裁判

断は除く。 

(２) 業務委託の場合 

項目 内容 

設計仕様 書等 に適 合しな い

場合 

発注者が示した設計図書及び仕様書等に

計上した設計数量や契約の履行条件を満

足していない場合 

機器について、発注者が示した設計仕様

に適合した品質・規格を満足していない

場合 

積算内訳 書の 算出 根拠が 適

正でない場合 

算出根拠が明確でない場合 

金額が一括計上されている場合 



再委託の見積額を下回る積算額が計上さ

れている場合 

再委託の見積書等の委託内容（規模、工

法、数量等）が不明確な場合 

技術者の人件費、保険料等の必要な経費

が計上されていない場合 

再委託の見積額が過去に取引した実績の

ある価格を基礎として見積もられておら

ず、積算内訳書記載価格がいわゆる「指

し値」である等、不当に低額に設定され

たことが明白である場合 

法令違反 や契 約上 の基本 事

項違反等 であ ると 認めら れ

る場合 

技術者が必要な資格を有していない場合 

その他法令違反 

上記のほ か、 適正 な業務 委

託の履行 がな され ないと 認

められる場合 

入札日から過去１年以内において、賃金

不払い等で送検（労働基準監督署から検

察庁への書類送検）を受けている場合。

ただし、不起訴となった場合は除く。 

その他適正な業務委託の履行がなされな

いと認められる場合 



様式第１号（第８条関係） 
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